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【事業の内容】

○ 共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕教室、公民館などで、

放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る。
○ 放課後児童クラブは、平成９年の児童福祉法改正により事業が法定化され、当該事業の実施については、市

町村の努力義務として規定されている。

放課後児童クラブについて

〔児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）〕
第六条の二 （略）
② この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学しているおおむね十歳未満の児童であつて、その保護者が労働等により昼 間家庭にいないものに、政令で定める基

準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。

③ （略）
第２１条の１０ 市町村は、児童の健全な育成に資するため、地域の実情に応じた放課後児童健全育成事業を行うとともに、当該市町村以外の放課後児童健全育成事業を行う者との

連携を図る等により、第六条の二第二項に規定する児童の放課後児童健全育成事業の利用の促進に努めなければならない。

○保護者が労働等により昼間家にいない小学１～３年の就学児童
○その他、健全育成上指導を要する児童（特別支援学校の児童、小学校４年生以上の

児童）

対象児童

小学校の余裕教室、小学校敷地内の専用施設、児童館・児童センター、公民館など
の公的施設、民家・アパート、保育所、幼稚園、団地集会所、その他専用施設など

実施場所

市区町村、社会福祉法人、NPO法人、保護者会、保護者や地域住民等により構成さ
れる運営委員会、任意団体など

運営主体

放課後児童クラブの１日（平日の例）

１７：４５頃

利用児童の来所 （下級生から順次来所）

○出欠の確認、連絡帳の提出
○宿題、遊び、休息など、それぞれの日課や体調等

に合わせて過ごす

○その後、集団遊び、レクリエーション等

おやつの時間

掃除の時間

集団等により帰宅

○準備、後片付けの実施
○子どもと一緒に手作りのおやつを作るクラブもあり

１３：３０～１４：００頃

１６：００頃

１８：００頃
○放課後児童指導員を配置
○放課後児童指導員は、児童福祉施設最低基準第38条に規定する児童の遊びを指
導する者の資格を有する者が望ましい。

職員体制
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【事業に対する国の助成［児童手当勘定（特別会計）から事業実施市町村への補助］】

○運営費

・概ね1/2を保護者負担で賄うことを想定。

・残りの1/2分について、児童数が10人以上で、

原則、長期休暇（８時間以上開所）を含む年間250日以上開設

するクラブに補助。

・児童数36～70人の場合、基準額：240.8万円

※ ６時間以上開所しているクラブが、１８時以降開所延長する場合に長時間開所に係る加算あり

○整備費

・新たに施設を創設する場合（基準額：1,250万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場合

（基準額：700万円）、備品購入のみの場合（基準額：100万円）も助成

※運営費又は整備費（創設費を除く）は、国、都道府県、市町村が3分の1ずつ、整備費（創設費）は、国、都道府県、市町村又は
設置者（社会福祉法人等）が3分の1ずつ負担

運営費の負担の考え方

1 / 2 1 / 2

1 / 3

1 / 3

1 / 3国
1 / 6 （※）

都道府県
1 / 6

市町村
1 / 6

保護者
1 / 2

○平成２０年度予算額 １８６．９億円（２８．４億円増）

○クラブ数 17,583か所（全国の小学校区約22,000校のおよそ8割程度）

○登録児童数 794,922人 （全国の小学校1～3年生約353万人の2割程度）

○利用できなかった児童数（待機児童数） 13,096人〔利用できなかった児童がいるクラブ数 2,289か所〕

【現状】（平成20年5月現在）

⇒平成１９年度に「放課後子どもプラン」を創設し、原則としてすべての小学校区での実施をめざす

※「国1/6」の財源は事業主拠出金


